
社会福祉法人 293 111 37.9% 95
社会福祉施設等 8,129 1,359 16.7% 745
介護老人福祉施設 326 136 41.7% 94
介護老人保健施設 73 42 57.5% 24
介護療養型医療施設 58 0 0.0% ― 
養護老人ホーム 28 12 42.9% 8
軽費老人ホーム 117 42 35.9% 14
有料老人ホーム 738 135 18.3% 52
サービス付き高齢者向け住宅 291 48 16.5% 14
障害者支援施設等 1,937 169 8.7% 141
障害児入所施設 21 8 38.1% 5
保護施設 25 10 40.0% 2
児童養護施設 55 51 92.7% 4
児童自立支援施設 2 2 100.0% 0
乳児院 10 10 100.0% 1
母子生活支援施設 33 11 33.3% 0
自立援助ホーム 20 6 30.0% 1
認可保育所 2,460 231 9.4% 137
認証保育所 633 150 23.7% 71
認可外保育施設 1,089 211 19.4% 155
幼保連携型認定こども園 27 5 18.5% 3
宿泊所 168 75 44.6% 14
婦人保護施設 5 1 20.0% 1
社会福祉協議会 13 4 30.8% 4

在宅サービス事業 52,749 1,439 2.7% 632
介護保険在宅サービス事業（福祉系） 19,619 767 3.9% 178
介護保険在宅サービス事業（医療系） 24,785 374 1.5% 194
障害福祉在宅サービス事業等 8,345 298 3.6% 260

保険医療機関等 44,557 337 0.8% 313
医科 12,211 132 1.1% 124
歯科 10,563 34 0.3% 34
保険薬局 6,508 89 1.4% 89
柔道整復施術所 5,715 2 0.03% 1
指定医療機関（生活保護法） 9,560 80 0.8% 65

105,728 3,246 3.1% 1,785

平成２９年度　検査実績

文書指摘
法人・施設等数

１　実地検査

合　　計

　　定期的・計画的に、また、苦情や情報提供に基づいて、実地検査を実施することにより、事業者に対して、
　法令基準等に基づき適正にサービス等を提供するよう指導を行うとともに、質の向上に向けた育成にも
　取り組んでいます。

実施率(%)区　　分

【主な指摘事項の例】
ア 社会福祉法人
 　 評議員（理事、監事）の選任手続において、候補者が欠格事由に該当しないこと等に
  ついて、法人において確認がされていないので、是正すること
イ 社会福祉施設等
（ア）介護保険施設
　　  介護報酬の算定等について、誤り（不備）があるので、是正すること
（イ）障害者支援施設等
　　  利用者の人権擁護、虐待防止等のための体制の整備を行うこと
（ウ）保育所・保育施設等
　　  避難・消火訓練を毎月実施すること
ウ 保険医療機関等
  　診療関係記録の記載が不備である

実地検査数対象数

別 紙



２　監査等及び処分等

（１）監査等
実施数

4
児童福祉施設等 13
認可保育所 5
認可外保育施設 8

保険医療機関等 15
医科 4
歯科 8
柔道整復 3

保険医療機関等の監査は、関東信越厚生局と共同で行っています。

監査等は複数年度にまたがるものがあるため、監査等案件と処分等案件は一致しません。

（２）処分等

0 2 0

保険医療機関等 6 4 4
医科 3 2
歯科 3 2
柔道整復 4

保険医療機関等に対する処分等は、関東信越厚生局長が行っています。

３　返還金等実績

　　実地検査や監査等による介護報酬や診療報酬等に係る返還額は以下のとおりです。

件数
257

障害福祉施設・事業 64
1,714

418
2,453

金額は、平成30年6月末時点で確定したものです。

2,332,758

指定取消

合　　計
指定医療機関

787,846,687
52,091,951

受領委任
取扱中止

（取扱中止相当を含む）

保険医療機関等

介護保険施設・事業
金額（円）

123,955,284

　　介護報酬や診療報酬請求等に不正が疑われる場合には、監査または特別指導検査（以下「監査等」
　という。）　を実施し、不正の程度により、処分を行っています。

区　　分

区　　分 　改善命令指定効力停止

障害福祉サービス事業

966,226,680

保険医等
登録取消

（登録取消相当を含む）

保険医療機関等
指定取消

（指定取消相当を含む）

区　　分

障害福祉サービス事業
区　　分
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